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自動車輸送と港湾機能の変化
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1.はじめに

製鉄，石油，石油化学，製粉曾製油などの専用埠頭を有する臨海工場の規

模や集積の度合いは，それらが立地する港湾の港勢lζ大きな影響を与える。

故K，工業港と呼ばれる港湾の中には，総取扱貨物量，輸入量，移出量で上

位を占めるものが多い。

千葉港， 川崎港はその代表的なものである。乙れらは取扱量では神戸港，

横浜港に匹敵するが，集貨能力は極めて低く，後背地は portarea k限

られていた。と乙ろが近年両港は輸出港としての地位を向上させ，後背地を

乙れまでの portareaから関東一円に拡大した Ill。それは，乙の 2港が

関東地方に立地する自動車組立工場の製品の積出港と して機能するようになっ

た乙とと関係している。四輪車の輸出台数が増加したのに伴って，千葉 川

崎の両港は，横浜港の補完的役割を担う四輪車の積出港として整備され、現

在では横浜港から川崎港あるいは千葉港に船積の中心を移したメーカーもで
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てきている 1210 しかも，自動車産業の国際化iζ伴う K・D輸出の増加は，コ

ンテナ施設を持たない乙れらの積出港IL大きなインパクトを与え，新たにコ

ンテナノイース建設の気運が高まった。確かにコンテナ施設の整備は，商業港

機能を充実させ，総合港への脱皮を計ろうとする工業港の管理者にとっては

重要な課題であるが，計画が具体化した例は皆無であった。と乙ろが，自動

車の輸出港としての地位を確立したかつての工業港lζおいて，雑貨品の輸送

というコンテナ輸送本来の目的からではなく，自動車のK・D輸出の増加に

対拠するという目的で，コンテナ施設の整備が進められようとしている乙と

は，新たな現象として注目に値する。

本論文では，港湾機能を変化させる仁で，大きなインパク卜となった自動

車の海上輸送の実態を紹介しあわせて港湾機能の変化を概観する上で最適

と思われる川崎港をとりあげて，近年における変化について分析する。

j主（1）遠藤幸子「輸出港として千葉港が果たす役割J日本地理学会予稿集29.1986, 

pp.176～177 

(2）遠藤幸子「自動車輸出と工場配置のうとき」地理29巻9号.1984. pp.21～29 

2.自動車産業と港湾

( i ）自動車の積出港

自動車産業と海上輸送との関係は緊密である。海運による全輸出量の約38

%を輸送機械が占め，また圏内輸送における四輪車の海道利用率（品目別，

輸送機関別利用率）は42.5%と石油製品の43.9%に次ぐ値となっている。

現在，四輪車の輸出を行なっている自動車製造メーカーは11社ある。 一方，

自動車の輸出を行なった港湾は約30港あり，そのうちの半数はいずれかのメー

カーの船積基地となっている。 1982年実積では，輸出港の第 1位は名古屋港

で，以下，横浜港，広島港， 三河港，千葉港，神戸港，備須賀港，苅田港，

水島港，清水港と続く。乙れを1975年実績と比較すると，上位3港の順位に

は変動がみられないが， 1975年には14位iζ過ぎなかった三河港が4位に浮上
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し，また新し く輸出港に加わった苅田港がいきなり 8位になるなど， 4位以

下の港湾の順位IC::，大きな変動がみられる。

と乙ろで圏内における自動車輸送（組立工場から消費地までの輸送）には，

キャリアカーが全輸送台数の50.9%と最もよく利用されている。 一方，内航

海運も42.5%と健闘している。内航海運利用率はメ ーカーζとにばらつきが

大きく ，最も高いのがマツダで88.5%と極めて高率である。逆lζ海運利用率

が極めて小さいのはトラック製造メーカーで，日産テ．イーゼル，日野自動車

は， 製品の約90%を自走によって仕向地まで輸送する。

移出港の場合は，先の輸出港の場合と比較すると，より順位の変動が激し

い。 1975年実績では， 第1位は横浜港で，以下， 川崎港，名古屋港，広島港，

衣浦港の順であったが， 1982年lとは名古屋港がトップにたち，以下，広島港，

横浜港，衣浦港， 川崎港の順になった。乙の傾向は6位以下も同様である。

表1 メーカー別組立工場所在地と積出港

品fl立 J場所イl」地 輸 II¥ 十~ 手事 出港

トヨタ 史日IdT、111li,Ulff（愛知川，l)
名古版、三河、横浜、 衣j前、名古屋、横浜、

nl~·： 三河、N1戸

~Yi!J'l\'nli 、国~1::1 di 、 Ji\:11’削•t1.lJTl1 横浜、償却lti、T葉、 川崎、横浜、大阪、
日 mt 上三川Ill］（栃木県）、 j!lji]jlllf（制 illi l刀、東京、名古l豆、 名古屋、苅問、仙台、

｜河以） ~t九州 北九州、東京

7 ツダ Jf.f'li/UJ ( Jl.; };,¥ l',l）、1:Jjl(.fdJ 
凶日di、F梨、 r,1':i・屋、

lよ，t;,＼、三国民
徽浜、 ii'i水

本111技研 狭山山、鈴鹿市
i片山屋、三河、水1:.';, ｜性｜日市、川崎、名古屋、
航ti兵、神戸 東京、被浜

安
名古屋市、 lil'iJ~l:,jTli 、大田区、 名前出、三河、水1：.＼、 水，r；，＼、ヰー野、名古屋、

川附di、ft倣Tli 償j兵、神戸 川崎、横浜、東京

吉台 木 !l~ 日Idi、｛削IJi自dT ii'i'水、名1J;)i 三河、名古屋

7；；；士l爵.:r. 太IllTll、伊勢山わ 航i浜、横ifiti、千葉、
東京、川崎

東京、木II.'.冷

ダイハツ 池rtlrlT、大ill附町（京自11/f.f) 相11戸、名古屋、f前1兵
神戸、東京、川崎、

名古屋、仙台

いすゾ Ill的di、藤ii(di 機浜 川崎、東京、横浜

日 ~·f' 日野di、羽村町（JU),O:nll) 機浜、東京 東京、神戸、川崎、仙台

日産ディ ゼlレ 土足dT、太Illdi 航i浜 東京

1 984年の合在者による夫lfli訓告と「Jfi)J•IIT~ゃ、ンドブ y ク（日沌自動 •Ii株式会社 、 1 983 ） よリ作成。
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表lは，各メーカー別lζ輸出港と移出港を示したものであり， 各メーカー

の組立工場の所在地もあわせて表示しである。表1からもわかるように，一

般的には組立工場に近接する港湾が積出港として利用されている。例えば，

愛知県内lζ5つの組立工場をもっ トヨタの場合は，名古屋港，三河港，衣浦

港を積出港として利用しているが，関東地方に4工場と九州IL1工場をもっ

日産の場合には，横浜港，横須賀港，苅田港を利用している。

またメーカーごとに輸出港と移出港とを比較してみると，組立工場lζ近接

する複数の港湾の間で，機能分担が行なわれている乙とがわかる。トヨタの

衣浦港，日産の川崎港，本田の川崎港， 鈴木の三河港などは，各メーカーの

積出港の中で圏内向けを担当している。

( ii ）積出港としての条件

自動車の積出港としての条件は，自動車専用船が停泊可能な規模の陣頭が

あり，同時iζ港湾区域内lζモータープーjレ用の広大な用地が存在する乙とで

ある。 ζのような条件を満たす港湾の中から，各メーカーはおのおのの組立工

場ζとに積出港を定めている。港湾Iζ立地し専用埠頭を有する臨海工場の

場合は勿論のと と，どの港湾から積出すκせよ，そ乙までキャリアカーによ

る輸送を必要とする地点に立地している内陸工場の場合もまた，工場と港湾

問の距離が積出港を選定する際の重要な条件となっている乙とが表 Iからう

かがえる。

しかし， 単純に距離だけでは説明のつかない事例もみられるので，その点

に関して各メ ーカ一本社で聞き取り調査を行なった。その結果，① 出荷量，

仕向港の港湾設備，仕向港における港湾労働の質などlζよっては，自動車専

用船Kよる大量一括輸送方式に適さない場合があり，仕向地向けの航路，

船便の有無が輸出港選定の条件となる乙とがある乙と，② K・D輸出lζみ

られる現象であるが， K・Dセットはコンテナ適合貨物であるため，陸上輸

送距離ではなく， コンテナ航路の寄港の有無が輸出港選定の際の条件となる

乙とがある乙と，① 圏内輸送に関してであるが，メーカーが内航自動車専

用船ではなく，フェリーを利用して輸送する場合があり，その際には，仕向



自動車輸送と港湾機能の変化 145 

地向けのフェリー航路が寄港しているととが，移出港選定の際の条件となる

乙とがある乙となどがわかった。

（｜｜｜ ）積出港の変更

自動車製造メーカーは，乙れまでにもしばしば積出港の変更を行なってき

た。また，現在，進行中のものもある。それは，メーカーが条件を満たす港

湾の中から，より工場lζ近接する港湾を積出港として利用しようとする乙と

と，距離的K大差がない場合には，よりまとまった用地を確保できる港湾を

利用しようとするととに起因している。

本田技研鈴鹿製作所の製品の積出港は1972年までは名古屋港であった。と

ζろが， 1970年の四日市港第4次港湾整備5か年計画によって岡市内霞ヶ浦

地先に工業用地・埠頭用地の造成，岸壁 ・臨港道路の整備などが推進され，

その際に本田技研は，大型自動車専用船が停泊可能な公共埠頭iζ隣接する27

万5,000niの用地を取得し，私設モータープーノレを建設したので，現在では

船積の中心は，専ら四日市港iζ移っている。

また本田技研狭山工場の製品の主要な積出港は， 1980年までは横浜港であっ

たが， 狭山工場からの時間距離がほぼ等しい千葉港K，敷地面積180knl，保

管台数7,500台の規模をもっモータープーノレと専用埠頭からなる船積基地が

稼動した乙とによって，積出しの中心は千葉港i乙移った。

鈴木は， 1983年から輸出および移出の両方に関して，積出港の変更を実施

中である。従来は，輸移出ともに清水港かもしくは名古屋港を利用していた

が，新たに乙れまで全く利用した乙とのなかった三河港に積出しの中心を移

しつつある。鈴木の組立工場は，湖西市と磐田市にあって，湖西工場から清水

港までは115kmあり，キャリアカーによる所要時間は3.5時間，名古屋港ま

で1は84kmで2.5時間，三河港までtは24kmで、0.75時間で・ある。一方，磐田工場

の場合は，清水港まで＇ 78km,2.50時間，名古屋港までは12lkm,3.50時間，

三河港まで－は6lkmで＇2.0時間で、ある。

C iv）積出港の集約
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複数の主要な積出港があって，しかもそれらがお互いに近接した港湾であ

る場合には，その中の 1港もしくは新たKそれらに近接する別の港湾lζ積出

機能を集約させようとする傾向がみられる。積出機能を集約させるには，広

大なモータープールを確保する乙とが決め手となるが，現在では平面型モー

タープーノレにとってかわる立体型車輔保管棟が出現し，用地の問題は以前ほ

どは重要ではなくなっている。

その好例が富士重工の川崎港東扇島である。富士重工は，群馬県内に3つ

の組立工場をもち，横浜港，横須賀港，千葉港を輸出港として利用していた

が，1986年4月に東扇島にある物流センターが稼動を開始したため，いずれ

は千葉港で扱っている 7万7,000台全部と，横須賀港の6万4,000台のうち 4

万4,000台，さらに横浜港大黒埠頭・本牧埠頭の9万3,000台のうち 7万5,00

0台を川崎港から輸出する乙とになる。 ζの物流センターの面積は 5万3,000

nt1r.過ぎず，本田習志野モータープールのl28knH＜＝は及ぶべくもないが，収容

能力は l万台で本田習志野モータープールの7,500台を大きく上回っている。

( v）港湾内部iζおける積出機能の集約

積出機能の集約は、近接する複数の港湾問で行なわれるだけではなく ，1 

つの港湾内部においてもみられる現象である。乙れは各メーカーが，輸出の

増加に伴って次々lζモータープーノレを確保していったために，港内数か所lと

モータープーJレが点在しているという状況も少なくなく，その結果，組立

工場から港湾へ，さらに港湾内部における各モータープール間の輸送という

複雑な流通経路ができあがってしまった ζとに起因するものである。港内輸

送をなくすとと，あるいは時聞を短縮するととが重要な課題とされ，そのた

めに最もまとまった輸出台数のある北米向けおよび欧州向けに関して，積出

機能を港内 Iか所lζ集約させるべく，新たに用地を取得したり ，あるいは港

内輸送に小型の自動車専用船を導入するなど，各メーカーごとにさまざまな

対策が講じられているIll0 

注（1）遠藤幸子「自動車産業の立地と港湾」歴史と地理338号.1983. pp.14～17' 
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3.新しい積出港における港湾機能の変化

（｜）量の変化から質の変化へ
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新しい組立工場の立地は，新しい自動車の積出港を生み出す。 トヨ タ田

原工場の操業開始によって三河港が，同じく日産九州工場の場合は苅田港が，

またマツ夕、防府工場の場合には三田尻港が，輸出港ならびに移出港と しての

地位を大幅に向上させた。 回原工場と防府工場は専用埠頭を有する臨海工

場であり ，九州工場の場合は専用埠頭乙そもっていないが，苅田港まで5～

6kmの地点IC::立地しているため，港湾まで四輪車を輸送するに際して，キャ

リアカーに積載しなくても自走による輸送が可能である。

また，各メーカーは内陸工場の製品を積み出すための船積基地を，より工

場lζ近接する港湾へ，そ してよりまとまった用地を確保できる港湾へと移動

させてきた。その結果，工業港といわれていた千葉港， 川崎港， 三河港が輸

出港としての地位を向上させ，特lζ現在でも船積基地の建設が進められてい

る川崎港と三河港は，今後一層輸出量が増加する乙とがみとまれている。

新しい組立工場の立地，積出港の変更ならびに積出機能の集約は，港湾の

輸出量および移出量IC::反映し，自動車産業の海上輸送の動向は，近年港勢を

最も左右する要因となっている。

その中でも川崎港の場合は，単』と輸移出量の増加だけにとどまらず，港湾

機能の変化をもひきお乙しているという点で注目に値する。 川崎港東扇島に

は三菱， 富士重工，いすY，日産の4つのメーカーと藤木海運（本社名古屋

市）が進出し，自動車の一大物流拠点ができあがった。と乙ろが，東扇島に

はコンテナパースがないので，海外向け補修部品を扱う日産の川崎部品流通

センターは，乙とから直接船積みするととができず，コンテナノてースがある

東京港大井埠頭と横浜港の本牧ならびに大黒埠頭を利用して船積みを行なっ

ている。そ乙で，港湾管理者である川崎市は，50～60億円を投入して， 4万

トン級のコンテナ船が接岸可能な水深13メートルの 2つのコンテナバースを

建設する計画である7
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注Ill日本経済新聞.1986年4月11日付

( ii ）川崎港における総合港化への動き

川｜崎港は，いわゆる工業港の中ではいち早く商業港機能の充実に力を入れ，

コンテナパース建設計画も具体化しようとしている乙とは先にも述べた。

川崎市は，我が国最大の流通基地の島といわれる東扇島に，何らかの形で

港湾と関係がある倉庫業，運輸業，製造業を誘致し z 原油，石炭，鉄鉱石な

どの工業原材料の取り扱いに片寄った川崎港を，東京港や横浜港のように雑

貨品をも扱いうる総合港lζ育成しようと している。東扇島は自動車関係の一

大物流拠点となっており， K・Dセット，海外向け補修那品をすでlζ十分集

貨できる状況になっている。その乙とが，コンテナパース建設の引き金になっ

たといえるだろう。加えて，倉庫も定温，定湿で冷凍施設を備えた大型のも

のが建設される ζとになっているので，いずれは雑貨品，電気機械器具，食

料品とあらゆる種類の品目を取り扱えるようになるであろう（図 1）。

さらに1987年春には，川崎港に関係がある民間企業と川崎市が一体となっ

て， 川崎港振興協会が設立される ζとlとなっている。港湾，荷役，倉庫，運

輸といった港湾と直接かかわりのある業種だけではなく ，原材料の輸入ある

いは製品の輸出に港湾を利用している製造業，港湾整備に関係する建設会社，

金融機関も加わって，① 産業道路以南の港へのアクセス道路の拡充，②

コンテナパースの早期建設を当面の重点課題と して， 建設省，運輸省などの

関係官庁に働きかけてゆくIll。

注（1）日本経済新聞.1986年6月29日付

4.おわりに

自動車産業にとって海上輸送は極めて重要であり，一方港湾にとって自動

車製造メーカーは港勢を左右する利用者である。各メーカーは，新しい組立

工場を臨海部lζ配置したり，内陸工場の製品を積み出すための船積基地をし
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ばしば変更したり，集約したりしながら，より工場lζ近接する港湾へ，より

まとまった用地がえられる港湾へと移してきた。乙うして新しい積出港が次々

と生まれてきたが，その中で千葉港， Jll崎港は関東地方に組立工場をもっメー

カーの積出港としての機能を果たすようになった。すなわち，千葉港，川崎

港では，横浜港においてはすでに不可能であった用地の取得が可能であった。

初め両港は，横浜港の補完的役割を果たしていたが，徐々にζ乙に船積の中

心を移すメーカーが現れてきた。特に川崎港東扇島は，日産，三菱，富士重

工，いすYの4メーカーと藤木海運が進出し，自動車関係の一大物流拠点と

なっている。

自動車産業の国際化の進展は， K・D輸出を増加させゾまた海外lζ補修部

品を迅速に輸送する必要性を増大させた。すなわち，自動車産業においても

コンテナ適合貨物が増加し， 積出港lζコンテナ施設があるととが必須条件と

なってきた。 ζれまで工業港的性絡が強かった川｜｜崎港にもコンテナノミースが

建設されようとしている。さらに川崎港は東扇島iζ倉庫，運輸関係の事業所

を誘致し， あらゆる種類の品目を取り扱う乙とができるように万全の体制を

整えつつある。

ととろで，川崎港はコンテナ貨物の集貨とコンテナ航路の誘致をめぐって

競合する東京港と横浜港にはさまれている。 ζれまで東京港と横浜港は，積

極的ic:ポー トセーJレスを展開してきた。東京港の場合は，首都の港としての

知名度を高め，横浜港lζ対抗しうるだけの定期航路を誘致することを重点課

題として海外ポートセーノレスを行なってきた。また乙れと並行して，全国各

地からの生活物資のために， hinterlandではなく foreland （北海道，

四国，九州、I)Iζ目を向けた国内ポートセールスをも実施してきた。一方，横

浜港の場合は，国内ポートセーノレスは行なわず， 専ら海外ポー トセールスの

みを重点的K行なってきたIll。企業の専用埠頭を中心に構成されていた，乙

れまでの川崎港にとっては，ポートセーノレスは無縁であったといえるだろう。

しかし，商業港機能の充実に伴って，ポートセーJレスは港湾経営の重要な住

となるであろう。今や港湾管理者にとって重要なのは，国際的な輸送システ

ムの変化を読み取り，それらにうまく対応してゆく ζとである。たとえば，
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当該港湾が国際複合一貫輸送システムlζ組み入れられ，その拠点として機能

しう るよう体制を整えてゆく乙ともその 1つであろう1210 

自動車産業の国際化に伴って，今後は完成車ではなく部品輸送が増加する

といわれているが，国際複合一貫輸送はまさにそれに適した輸送方式であり ，

その意味でも自動車産業が，港湾機能に与えるインパク卜は大であるといえ

るだろう。

東京港と横浜港，さらに乙れに川崎港が加わって，どのような勢力図がで

きあがるかに注目してゆきたい。

注山遠藤幸子「ポートセーノレスの意義と限界jお茶の水女子大学 人間文化研究科

人間文化研究年報第9号＇ 1985. pp.269～279 

(2）遠藤幸子「コンテナ化の進展iζ伴う国際輸送システムの変化J経済地理学年報

第31巻第4号＇1985, pp. 72～83 


